
 

令和５年度 第１回新潟市消費生活審議会 

会 議 次 第 

 
日時：令和５年７月１０日（月） 

午後３時００分から 
場所：市役所本館３階対策室２・３ 

 
 

１ 開 会 

 

２ 挨 拶 鈴木市民生活部長 

 

３ 議 事 

（１）乗合バス運賃改定申請について 

①事務局からの説明 

②新潟交通株式会社からの説明 

③質疑応答 

（質疑応答後、事業者退席） 

④意見集約 

 

４ 閉 会 

 

 

 

●本日配付資料 

・会議次第 

・審議会委員名簿 

・座席表  

・路線バス（乗合バス）の上限運賃変更認可申請について・・・資料３ 

 

●事前配付資料 

・一般乗合旅客自動車運送事業の運賃改定について 

（新潟交通株式会社）・・・・・・・・資料１－１ 

・一般乗合旅客自動車運送事業の運賃改定について 

（新潟交通観光バス株式会社）・・・・資料１－２ 

  ・過去の市民意見の聴取について・・・・・・・・・・・・・・資料２ 

   



 

 

○新潟市消費生活条例 関係部分の抜粋 

(市民の意見を聴く会) 

第 25 条 公益的事業者が，その料金を変更しようとするときは，事前にその旨を市長に通知す

るものとする。 

2 市長は，前項の規定による通知を受けた場合において，必要があると認めるときは，広く市

民の意見を聴く会を事業者の協力を得て開く等，消費者の意見を反映させるよう努めなければ

ならない。 

3 第 1 項に規定する公益的事業者の範囲については，規則で定める。 

 

 

 かつ，同法施行規則第4条で，公益的事業者の通知事項及び公益的事業者の範囲について定めた

規定を置いている。 

○新潟市消費生活条例施行規則 関係部分の抜粋 

第４条 条例第２５条第１項の規定により公益的事業者が市長に通知する事項は，次の各号

に掲げるとおりとする。 

（１） 申請の時期 

（２） 料金を変更しようとする理由 

（３） 変更しようとする料金の内容 

２ 条例第２５条第２項に規定する市民の意見を聴く会は，料金体系の全体に及ぶ変更を行

う場合に開催するものとし，それ以外の場合には，市長が市民に広く呼びかけ意見等を聴

取する方法によるものとする。 

ただし，市長が相当と認めるときはこれらの方法以外の方法で行うことができる。 

３ 市長は，料金体系の変更についての通知があった場合は，必要に応じて新潟市消費生活

審議会の意見を聴くことができる。 

４ 市長は，市民の意見をまとめ，条例第２５条の規定により市長に通知した公益的事業者

及び関係行政機関に市民の意見として通知するものとし，必要に応じてその公益的事業者

から意見に対する報告を求めることができる。 

５ 条例第２５条第３項に規定する規則で定める公益的事業者の範囲は，道路運送法（昭和

２６年法律第１８３号。)第３条第１号イに規定する一般乗合旅客自動車運送事業を営む

者とする。ただし，同法第９条第４項の規定による国土交通省令に基づき設置した新潟市

地域公共交通会議で協議する事業者を除くことができる。 

 

 

 


